






















































































































































































































































































































































畑 山野 田 畑 山野
村 村 村 村 村 村 村 村 村
1年 一 一 一 一 一 一 一 一 一
2年
R年






8年 9 1 1 2 一 一 1 2 一
9年 8 8 8 1 1 ㎜ 34 37 9
10年 44 61 28 11 14 10 一 2 一
11年 2
? 1 一 一 ㎜ 一 一 一
12年 7 16 12 1
? 1 一 一 一
13年 2 4 3 15 15 4 一 一 ｝
14年 一 一 一 一 一 … 一 一 一
15年 7 25 23 1 2 2 一 一 ｝
16年 一 1 1 一 一 一 ㎜ … 一
17年 ｝ 一 一 一 　 一 一 一 ｝
18年 一 1 1 一 一 一 一 一 一
19年 一 一 一 一 一 一 一 一 一
20年 5 15 4 10 一 一 ｝ 一 一
24年 一 ㎜ 1 一 一 一 ｝ ｝ 一
25年 一 3 3 2 6 一 一 一 一
30年 2 5 21 2 1 一 一 皿 一
35年 一 一 1 一 一 一 ｝ 一 一
50年 『 一 11 一 一 一 ｝ 一 一
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シテ藪二唯一ノ例外アリ即チ土地ノ割付ヲナスハ其村百姓二限ラス居住（寄留ノ
コト）土族ニモ其配当ヲナス右ハ今帰仁間切一瓢テ見ル処ニシテ旧藩中村内人民
ノ八二比シ地積広大二巴シタルニ由リ特別ヲ以テ其村二一シキ以前ヨリ寄留セル
（今日ハ其村本籍ヲ有シ純然タル村民ナリ）土族を地割二加入セシメタルモノ因
襲シテ遂二動カス可ラザルモノトナリシモノナリ去レハ此ノ特待ヲ受クル士族ハ
其数確定シテ動ガス爾後転住スル士族アルモ之二対シテハ毫モ此特待ヲ与ヘス故
二原則ヨリ云へ川越村二言テ地割ノ配当ヲ受クベキモノハ該村百姓二限ルモノニ
シテ或ハ早算ノ為メ寄留ノ士族二特二地割ノ配当ヲ受クルノ権ヲ付与スルーノ例
外アルノミ以上ハ地割ノ配当ヲ受クベキ者ハ誰ナルヤニ就キ記述セリ
　以上，少し長い引用となったが，その村内に本籍を有する百姓＝地人を原
則とし，例外として，居住（寄留）人（21）の士族も配当をなす場合があった。
④地割の組立法
　地割の対象となる耕地は，坪数によってではなく例えば部落の総耕地144
地と言うように「地」を単位に測られている。地には区：又は組の意味があり
土地翻心における標準単位であった。この「地」数は村により古来から確定
したものと地割の都度変動して一定の確定した数がないものとがある。
　この組立法には，
　（／）既定の地数に拠り算出することを基本とする法，つまり単純に一定面
　　積を示す場合
　（ロ）叶米を標準とする法
　　　母国とは小作米の事を言い，土地の肥清・耕作の便否を勘案した「叶
　　米」＝小作料で測る場合があった。
　　　以上（／），（m）いずれの場合も，一地は部落に散在する数十筆の耕地片か
（21）ここで居住人というのは，首里，那覇の市街地に住む人びとが生活難に追われて
　農村に移住し地割地の配当を受ける場合があったことをさす。前掲，注（10）仲吉
　朝助論文参照。
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　　ら成り，その田畑の比率・耕地の上中下の組合せは，部落内総耕地の在
　　り方についての正確な縮図のように構成されていた。
　の　人頭割に基づく法
　　人頭割には二種類あって，年齢によるものと，年齢によらないものとが
　　あった。前者では，各人の年齢により多くは等差（分量頭という）を設
　　け，その等差に応じて持地の数を定めている。例えば，10歳より20歳迄
　　は0．5の分量頭とし，21歳より40歳までは1．0の分量頭とし，40歳より60
　　歳までを0．5の分量頭とするなどである。つまり，村内各人の格の定率
　　を定めその定率により持地を配当するものである。
⑤地割方法及びその手続
　地割の方法について大きくは甲乙2つの方法があったが，この点について
見ておこう。
地割ノ方法二二大別アリ甲ハ地割ニヨリ持地数二異動ヲ来スモノ乙ハ持地数二影
響ヲ及ホサスシテ只耕作地ノ所在ヲ転スルニ過キサルモノ是ナリ而シテ前者ハ国
頭，中頭両地方大部分ニシテ旧藩来地割ノ正則タリ後者ハ島尻地方ノ大部分中頭
地方ノー部二於テ見ル所ニシテ廃藩後二生セシ変則ナリトス　　（中略）
　このように，地割の方法には，甲（持地数に異動を来すもの），乙（持地数
に影響を及ぼさずただ耕作地の所在を転ずるに過ぎない場合）の2つがあっ
た。前者は地割の「正則」であり，後者は「変則」と言っている。
　この甲の方法については，
㈹　人頭割
（n）貧富割
（・・）貧富及耕転力割
（＝）貧富及人頭割
㈱　貧富及勤功割
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の5つに分けられている。そこで，この一つ一つについて資料に基づいてよ
りくわしく見よう。
イ　人頭割
　此法官亦年齢二関スル法橋年齢二関セサル法ノ2アリ
（天）　年齢二関スル法ヲ又分ケテ
　年齢ニヨリ結合ヲ設クル法
　年齢ニヨリ部合ヲ設ケスシテ平分スル法
　折衷法
ノ3種ニヨリ二合ヲ設クルモノハー二之ヲ分量頭割又ハ分取頭割ト称スルモノニ
シテ或ル特定ノ年齢ヨリ或ル年齢マテハ若干ヲ割付シ或ル年齢ヨリ或ル年齢マデ
ハ芦干ヲ割付スト云ヘルカ如ク年齢二階段ヲ設ケ其階段ニヨリ持地ヲ配当スルモ
ノニシテ年齢ニヨリ部合ヲ設ケス平分スルモノニアリテハ或年齢以上生存間若干
ツ・ヲ平分スルトカ又ハ或ル年齢ヨリ或ル年齢迄ノ間段階ヲ設ケスシテ平等二割
付スルノ法ニシテ折衷法ハ前2法ヲ折衷シタル法ナリ此3種ニヨリ左二其例ヲ摘
記スレハ
（子）　年齢ニヨリ部合ヲ設クル法（22）
6塁騰男・・5分・平分・ルモ・但娠61歳以上・男・多・有・ルモ・・一
　分取地（分取地トハ取除地ノ確聞シテ地割スヘキ土地ノ幾分ヲ地割二付セス叶
　掛即チ小作二付シ置ケルモノヲ云フ）ノ内ヨリ1人2分5厘ツツヲ発議ヲ以テ
　付与ス三女二5分ヲ付与スルモノアリ（中頭地方具志川聞切ノ大部分寸法ヲ行
　フ）
・鴨脚男女・平分・・レモ・瑚・・分女・・分・割付・ルモ・（全上・1小
，部分此法ヲ行フ）
8　15歳以上ノ男ノミニ平分スルモノ　（全上）
・皇1護男…平分・・レモ・判事・平分・・レモ・（噸地方梛城陶各
　村及び国頭地方恩納間切ノ1小部分此法ヲ行フ）
1015歳以上ノ男ヲ1地トシ女ヲ5分トスルモノ（国頭地方本部間切ノ1小部分
（22）この（子）年齢凶日リ部合ヲ設クル法　は事例資料が欠落していると思われる。
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　此法ヲ行フ）
11塁転読・分．女・分・・ルモ・（中頭地方勝連間切・1榔分雌・行・）
1218歳以上ノ男二4分。女3分トスルモノ（全上）
13・ﾛ議男女共・分地・・ルモ・（国頭地謡間切・1梛分此法・行・）
　　　　　　　ロぬカ　14　15歳以上男ノミ地トスルモノ但女ノミアル家族ニ一男同様配当ス（全上）
15　5歳以上ノ男4分。女2分トスルモノ（全上）
16　！5歳以上ノ男5分女2分5厘トスルモノ（全上）
17個年19歳以上49歳マデノ男数ニヨリ平分スルモノ但男数青函シテ地数不足ヲ
　告ケ割付ヲ受ケサルモノヲ生日シトキハ村有入掛ヨリ生スル叶米ノ内ヨリ配当
　ヲ受クヘキ土地ノ純収益二相当スル丈ノ額ヲ地割ヲ受ケサル者二六与ス（島尻
　地方兼城間切ノ糸満村上テ此法ヲ行フ）
（寅）折衷法
折衷法ト出前2法言年齢ニヨリ階段ヲ設ケサル法トヲ折衷シテ1半ハ書法二1
　半日後法ニヨリ地割スルモノ及田ヲ前法ニヨリ畑ハ後法仲立ル等ノ方法ヲ含メ
　リ其実例如左
1全村・於・ル地割・一・土地・・分・其1・・惣如・残・1一塁鑛男女・
．割付ス泣女一男ノ4分ノ1（国頭地方伊江島各村二於テ此法ヲ行フ）
・全村・田儲別・地割・ナ・田一15歳・男・・分女・1分・厘・・塁騰・
・年間一1ケ年・増晦・男1分女・厘・勘口・皇1濃・・年間一男1地女・分
・・据一向・塁議1・年間一律・年・増・毎・男1分女・厘・融…歳・至
　リテ持地消滅ス但逓加ト云ヒ逓減ト云フモ毎年之ヲ行フニアラスシテ地割ヲナ
　ストキニノミ之ヲ行フ畑ハ人ロノ惣数二平分シ男女ノ別二依リ等差ヲ設ケス且
　ツ畑二君リ地数ヲ標準トセスシテ坪数ヲ標準トスルモノアリ即チ1人二付上中
隔併セテSklO坪ト云フカ如シ（国頭地方国頭間切各村二於テ此法ヲ行フ）
・全畑・・皇1的証一謝甥1工女・分・細・・前法一全岨・総・坪・
標準トス但シ婚姻等イ為メ村内作家ヨリ乙家二転スル者ノ持地ハ其者ト共二転
入先ノ持地数二編入ス（全一久志間切ノ大部分此法ヲ行フ）
・全船下皇｝諜男女共・・分皇縢男女共・霊地・・畑一・劔上・男女に
平分シ坪ヲ標準トス但婚姻等ノ為メ転出入者ノ持地ハ前項二全シ（全上ノ1小
部分此法ヲ行フ）
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・全上田一雨畿男1地響・分・・畑・・歳以上・男女・坪数・標準・・テ平
分ス但婚姻等ノ為メ転出入者ノ持地ハ3二全シ（全上）
（地）年齢二関セサルモノ
　人頭割中ノ第2種ニシテ年齢ノ如何二関セス生存間地割ノ配当ヲ為ス法ナリ即
　チ
1　其村住民男女ノ分チナク当歳ヨリ其生存間平分シ1人持ヲ1地トスルモノ
　（国頭地方羽地間切大宜味間切ノ大部分此法ヲ行フ）
2　村内男女ノ員数二平分シ6人持ヲ1地トスルモノ（恩納間切ノ1小部分此法
　ヲ行フ）
3　田上1人二付2分ツ・ヲ割付スルモノ（島尻地方佐敷大里両聞切ノ1小部分
　二心テ呪法ヲ行フ）
4　単二人ロノ多寡ヲ標準トシ村議ヲ以テ各人ノ持地ヲ評定スルモノ　（中頭地方
　読谷山西原浦添三間切ノ1小部分此法ヲ行フ）
　以上人頭割についてくわしく見てきたが，文中にも明らかな通り年齢によ
り階段を設け持地を配分する法（分量：頭割又は分取頭割という），年齢によ
り部合を設けないで平分する法，両者の折衷法，の3つがあったのである。
　なお，上記資料のうち6～17は原本のままであるが，「年齢ニヨリ部合ヲ
設クル法」の例は欠落しているので明確なことは分らない。上記資料は多分
「年齢ニヨリ部合ヲ設ケスシテ平分スル」の例と思われるが，ここで特筆し
ておくべき点を見ると，第1に，年齢階段が14歳から60歳，15歳～60歳，17
歳㌣69歳，15歳以上，19歳～49歳，5歳以上など村毎にかなりまちまちと
なっていること，第2に，男女に平分するもの，男への配当が大きく女には
小さく配当するもの，男女平等で女のみの家族には男同様の配当を行うもの
（国頭地方恩納間切ノ1小部分）など男女間でも二村で一定の相違があっ
た。また，第3に，各三々で村民の「総意」のもとに地割配当の基準を決め
た例が多かったことなどであろう。第3の点については，県からの指示（強
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くみがしら制）によるにしても多くの場合村内の名誉職＝與頭を中心とする「自治」に
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よって決められていることが注目される（23＞。
　以上に見られる通り，地割制の中に，年齢別，男女別と各村各様の差違が
あったこと，配当の年齢層が5歳以上など特殊な村を別にすれば14～15歳以
上の農村労働力への配当が前提されていたこと（後にみる人頭税もほぼ15歳
以上の男子を前提していた），そうして多くの場合それが，村内の「與頭」を
中心とした「村民の総意」＝「自治」によって決定されていたことに注意し
ておきたい。
　つぎに，折衷法の例では，例えば国頭地方伊江島各村においては，全村に
おける地割すべき土地を2分しその一つは惣（総）人口に，残りの一は自15
歳至50歳男女に割付した。ただし女は男の4分の1であった。また，田と畑
で地割の方法を異にする村もあった。
ロ　貧富割
　村内住民の貧富の程度により持地を配当する方法であるが，これについて
資料には次のように記してあることが注目される。即ち，
貧富割トハ村内住民ノ貧蜜ノ程度ニヨリ持地ヲ配当スル法ナリ而シテ其貧富ノ程
度ヲ定ムルハ如何ナル標準二依拠スルヤニ至リテハ別二確乎タル規定アルニアラ
ズシテ村民多数ノ認定ニヨリ決定ス蓋シ旧藩中二於テハ土地ノ負担スル義務ハ既
定ノ貢租ノミニ止ラス臨時種々ノ課役ヲ賦課セラレタルヲ以テ多クノ土地ヲ所持
スル者ハ随テ多クノ苦痛ヲ忍ハサルヲ得ス故二富者ニアラサレハ其義務ヲ履行ス
ル能ハサルニヨリ富者ハ村民多数ノ強制二依リ多数ノ土地ヲ配当セラレタルモノ
ナリ今日貧富二依リ地割ヲナスモノハ全ク此遺法二拠レルモノニシテ只強制的二
（23）前掲，仲吉論文には沖縄県村内の近世以来の與頭（くみがしら）を中心とした名
　誉職自治制の慣行にふれられているが，この点は今後の検討課題である。ただ，
　本土の町村会における戸数割の決定が行政村内の名誉職「自治」にかなりの程度
　まかされていた事実とも比較し，興味を引く点であろう。しかし，これらの「自
　治」はあくまで島津統治下の王府各村住民の「ちえ」であり生活防衛的性格を有
　していた点は否定できないものと思われる。
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配付セラレタルモノ変シテ任意的二之ヲ要求スルニ過キサルナリ蓋シ富者ハ貧者
二比シ社会的ノ勢力強大ナルハ自然ノ道理ナルニヨリ今日其勢力ヲ有スルモノカ
地割配当評議ノ席二於テ勢力ヲ振フハ免ル可ラサルノ趨勢ナリト云ハサルヲ得ス
去レハ貧富ノ程度ヲ標準トシテ地割ヲナスノ村二於テハ富者二厚ク貧者二薄イ結
果ヲ生スルハ止ム可ラサル事実ナリトス
貧富ニヨリ土地ノ配当ヲナスニハ各村一定ノ規律アルニアラサルモ多クハ其程度
ニヨリ持地ノ数ヲ数等二分ツヲ普通トス例ヘハ最モ富メル者ノ持地ヲ2地5分ト
シ其次ヲ2地2分5厘其次ヲ2地，1地7分5厘，1地5分，1地2分5厘，1
地，7分5厘，5分ノ9階二分ツカ如シ左二其段階ノ異ナルニ随ヒ尚ホ23ノ実例
ヲ記述スヘシ
1　貧富二依リ1地5分，1地2分5厘，1地，7分5厘，5分，2分5厘ノ6階
　二区分シテ其持地ヲ定メ抽籔ヲ以テ各自ノ耕地ヲ定ム（中頭地方美里間切西原
　村）
正　貧富二依リ4地，3地，1地，5分，2分5厘ノ5階トシ各自ノ耕作地ヲ定ム
　ルハ抽籔ニヨル（全上富里村）
1　貧富二依リ段階ヲ23二区分シ最多ヲ2地3分トシ順次1分ヲ減シテ最：寡ヲ！
　分トス但何ケ地ヲ耕スヤハ抽籔ニヨル（全地方読谷山間切座喜味村）
1　全！8段二区分シ1地8分ヨリ順次1分ヲ減シ最寡ヲ！分トス（全上上地村）
1　全19段二区分シ2地2分ヨリ順次1分ヲ減シ最寡ヲ4分トス（全上高志保
　村）
1　貧富二依リ1分2厘5毛，2分5厘，3分7厘5毛，5分，6分2厘5毛，7
　分5厘5毛，8分7厘5毛，1地，1地1分2厘5毛，1地2分5厘，1地5
　分，2地ノ！2段階二区分シ抽籔ヲ以テ耕作ノ所在ヲ定ム但分家者ニハ1地ノ4
　分ノ1ヲ割付ス（中頭地方西原間切棚原村）
右ノ外其段階ハ種々アレトモ方法全一ナルヲ以テ繁ヲ避ケ藪二略ス此法ハ中頭地
方二於テ多ク行フモノトス
　以上にみる通り，貧富の程度は「村民多数ノ認定ニヨリ決定ス」とある
が，これはどのような手続で認定するのかが必ずしも明らかではない。しか
し，人頭割の手続の中にすでに年齢別，男女別といっ．た各個人への配分（私
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的所有制）に向けての萌芽が見られたのに対し，貧富割は，さらに「富者ハ
村民多数ノ強制二依リ多数ノ土地ヲ配当セラレタルモノ」から「変シテ任意
的二之ヲ要求スル」ことになること，また「富者ハ貧者二比シ社会的ノ勢力
強大ナルハ自然ノ道理」であり，「今日其勢力ヲ有スルモノカ地割配当評議
ノ席二階テ勢力ヲ振フハ免ル可ラサルノ趨勢ナリト云ハサルヲ得ス」とし
「去レハ貧富ノ程度ヲ標準トシテ地割ヲナスノ村二於テハ富者二厚ク貧者二
薄イ結果ヲ生スル一三ム可ラサル事実ナリトス」と貧富階級の差にともなう
地割配当の差異を事実上容認していた（土地私有制＝私有財産制へのより積
極的な萌芽）記述から見られていることが注目されるのである。
の　貧富及び耕牛力割
　貧富を唯一の標準とするものに加えてさらに壮丁（農民）の耕転能力（生
産能力）を標準に加える考え方が見られる。この点について，次のように記
してある。即ち，
此法ハ前者ト梢類似ノ法ニシテ只其異ナル点ハ貧富ヲ唯一ノ標準トセスシテ貧富
ノ程度ト耕転二堪へ得ヘキ肚丁ノ数トヲ標準トスルニ過キス蓋シ富者ト錐モ耕転
スヘキ壮丁少ク貧者却テ多クノ壮丁ヲ有スルアルハ事実二於テ少カラサル次第ニ
ヨリ貧富ヲ唯一ノ標準トスルトキハ此如キ場合二於テ自然土地ノ手入疎略二流ル
トノ理由ヨリ生シタルモノナルヘシ此法ヲ執ル村ハ耕転力ノ強弱ニヨリ段階ヲ設
クル川前法二全シ
というものであった。耕転力の強弱が地割配当の基準に加えられている。
←）貧富及び人頭割
　この方法は，貧富割の中に人頭数を地割の標準として加えるもので事例は
少なかったが，国頭地方本部間切りの一部でこの方法で配当していた。その
理由として，次の点が記され，その事例が1～2挙げられている。
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貧富ノミヲ標準トシテ地割ヲスルトキハ仮令ヒ耕転スヘキ壮丁少ナキモ他人ヲ雇
役シテ多数ノ土地ヲ転転スル余裕アルヲ以テ益々富ミ行クニ反シ貧者由良シや其
家族ハ多シトスルモ少数ノ土地ヲ配付セラル・ヨリ食料二不足ヲ告ケ遂二活路二
迷フノ不幸二者ルモノナキヲ保セス故に地割ノ標準ハ貧富ノ程度及人頭ノ多少ヲ
考へ仮令富者ナル少人数ノ者流ハ少数ノ土地ヲ配当シ貧者ナリト難モ多人数ノ者
ニハ尚モ納税二叉得ヘキ限りハ多少土地ヲ配当スルヲ穏当ナリト云フニアり
この；事例として
1　村民ノ貧富及人ロノ多少見合セ村議ヲ以テ戸数二割付ス（国頭地方羽地間切
古我里村）
／　村民ノ申出ニヨリ5分，1地5分，2地，2地5分，4地J4地5分置5地，
　5地5分，6地動ヲ人Uノ多寡貧富ノ程度二依リ協議ノ上各戸ノ持地ヲ定ム（中
頭地方中城間切仲順村及喜舎場村）
　が挙げられていた。
㈱　貧富及び勤功割
　　貧富を標準とすることに加えて勤労への報酬として土地割替の際特に配
　当したものである。即ち，
此法ハ第1村民貧富ノ程度ヲ標準トシテ地割スルト共二村佐事蔵当（村佐事トハ
村屋小使二類似ノモノ蔵当トハ租税其他ノ上納物二付キ奔走周施スルモノヲ云
フ）組頭惣代等村内＝テ公共ノ為メ無報酬ニテ服務スルモノ・勤労二依リ其報酬
トシテ土地割替ノ節特二配当スル法＝シテ貧富ノ程度ニアリテハ貧富割（イ）ノ法ト
同シク其段階ヲ設ケ各戸ノ持地ヲ評定シ勤労二対シテ回虫功労ニヨリ更二幾分ノ
地所ヲ配当ス其配当数ノ如キハー定ノ規程ナクシテ随時村議ノ決スル処ニヨル右
功労者ニシテ其職ヲ去ルモ次期ノ地割マテハ既定ノ持地ヲ持続セシメ其期限到来
シテ割替ノトキハ従来其功労二幅リ配当セシモノ・内幾分ツ・ヲ直角取り揚ケ新
規就職スルモノニ転出ス然レトモ其功労者ノ生存中口全額ヲ取揚クルコトヲナサ
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スシテ幾分ツ・ハ特段配当ナスノ法ナリ但分家者二給スルノ土地ハ最：初本家ノ持
地ヨリ分与スルト錐トモ次期ノ地割期限到来スルトキハ他ノ村民ト同等ノ資格ヲ
以テ土地ノ配付ヲ受ク尤モ25歳未満ノ分家者ハ此限ニアラス
此法ヲ行フノ村ハ至リテ少クシテ只中頭地方西原間切中＝於テ末吉平良石嶺ノ3
村二限レリ
　以上が地割法中において地割の結果により持地数に異動を来すものの大要
である。そうして，人頭割は多く国頭地方において採用され，貧富割以下は
主として中頭地方の大部分で行われている。つぎに乙について見よう。
乙　地割二依リ持地数目影響ヲ及ホスコトナク只其耕地ノ所在ヲ転スルニ過キサ
ルモノ
　この法は廃藩後に生じた変則で，その理由については次のように記して
いる。
然ルニ廃藩後二於テ変則ノ生出セシ理由ヲ質スルニ前述ノ如ク旧藩中二於テハ各
人ノ意思二反シ強制的二土地ノ割付ヲナシ其此ヲ割付セラレタルモノハ貢租意外
二種々ノ課役ヲ負担セシメラレ不当ノ苦楚ヲ嘗メタルモノナルヲ以テ今日ノ持地
ハ是ノ忍苦ヲ犠牲トシテ持続セルモノナレバ今日土地ヨリ生スル利益ノ多キヲ見
テ旧藩来持地少キ凶兆チニ多数ノ持地ヲ得ントスルハ不当モ又甚シト云フnアリ
テ此如キ村二三テハ年限至レハ地割ノ手続ハ是レヲナスト錐トモ持地ハ旧藩来ノ
数ヲ持続シテ敢テ動スコトナシ　（中略）
　この法を行う村においては，各人の持地数は動かないので，ただその耕
作すべき土地の所在を定めるに過ぎなくなっていた。この方法では多くの
場合一坐（小作米）見立の法により村民の協議により地割上の地を組み立
てその組み立てた地を転瞬によって，各自耕作すべき土地を定めた。その
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山鼠で得た土地が遠隔の地か，その他の事情により交換の必要あるもの
は，相互の合意を以て交換耕転ずることが自由にできるものとした。
　地割に年限のあるものの手続について
　その年限が到来すると，村掟，頭，惣代，耕作当，山当をはじめ各戸主
1人会合し，次の事項を協議した。
1　人頭割ヲナス村二於テハ其村人ロヲ調査シテ地割ノ配当ヲ受クヘキ数ヲ定ム
　（年齢山嵐ラサルモノハ其人ロノ調査X止ムト難トモ年齢二拠ルモノハ年齢ノ
調査及分量頭ノ査定等ヲナス）
1　貧富割，貧富及耕転力詠，貧富製塩頭割，貧富及勤功割ヲナス各村二於テハ村
民生活ノ程度，家族ノ多寡，曲管職員ノ功労等ヲ評定シテ持地ノ段階等ヲ定ム
1　其他村民ノ協議ヲ要スルモノ・評決等ヲナシ更ニー同実地二臨ミ其土地ノ等
位二関スル評決湿地数組立ノ当否等ヲ考察シ実地配当ノ手続ヲナス
実地ノ配当ハ概シテ抽籔ノ法二叉ルヲ以テ其甲地ヲ持ツヤ乙地ヲ耕スヘキヤハ
此時二於テ抽籔ヲ行ヒ又隔週籔ノ法二拠ラスシテ村議ノ決スル断層拠ルモノ
ハ全シク此時二評議決定スルモノトス
1　村内耕地ノ肥清及其便否並二耕転ノ難易等ヲ評議シテ王地ノ等位ヲ定メ地数
組立ヲナス
1　叶米二依リ地ノ組立ヲナス村二於テハ各土地二対スル前項ノ等位二依リ叶米
ヲ評定シ又ハ競争囚衣スル等ノ手続ヲナス
1　村民ノ申出二尊リ持地ヲ定ムル村二於テハ其申出ノ当否ヲ調査評定ス
1　其他村民ノ協議ヲ要スルモノ・評決
などとなっている。さいごに，
地割に年限がないものの手続については，次のように記している。
地割二年限ヲ軍属サル村ニアリテハ村民多数ノ意見二依り地割ノ申立アリタルト
キ村掟以下村民会合ノ上其申立ヲ採用スヘキ否やヲ評議シ採用ノ事二決シタルト
キ継泳二始メテ地割ノ事項ヲ協議ス其協議ノ事項等ハ前段二全シ
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要スルニ地割ハ其結果二依リ各人ノ持地二変動アルト否トニ関セス又其他ノ方法
ノ手続等ノ如何二野バラス村民ノ自由意思二放任シテ敢テ干渉セサルヲ以テ甲法
ヲ行フモ乙法二採ルモ将タ亦丙法二拠ルモ全ク其随意ナリトス去レハ村々一徹ノ
規律ナキハ素ヨリ其所ニシテー々其細密ノ点二立チ入り詳述スルカ如キハ却テ繁
雑ニシテ其網領ヲ得ルニ苦マシムヲ恐レ只其大体ヲ翻意スルニ止ム若シ夫レ二村
詳細ノ地割法二至テ県別二調書ノアルアリ宜ク参看スヘシ
　ここで，さいごに仲吉朝助氏の整理を参考までに見ておこう。同氏は琉球
王府の地割制について，（1）純粋の共産的地割制，（2）資本主義的地割，（3）折衷
的地割の3つに分けている（24＞。
　（1）は，地人各戸の男女家族総数に平等に地割配当する制度（調査の329村
のうち96村）で，「此種類は生活を中心とする地割制度にして，原始的形態を
完全に存続したるもの」としている。
　（2）は，各戸皆従来一定不変の配当率があって，地割毎にこの率に基づいて
配当し土地の割合に変更なく土地のみの移動を行う制度（総村数の100分の
37強）である。琉球王府の費用が年々増加し正租以外の「手形入」「夫入れj
が臨時に課されるのみならず，王府末期には，地割に際して労力又は資力の
大なるものには強制的に多くの持地を配当し，労力，資力の劣るに従って地
割率も逓減する慣行にしたものであるとされている。したがって地割地の配
当が多い村ほど連帯責任を有する地割団体＝村の犠牲も大きくなったとされ
ている。1879（明治12）年の沖縄県の廃藩置県以降20年余の地税のあり方
は，この方法の新たな活用へと進んで行ったと述べられている。
　（3）は，上記（1）及び（2）の全く相反する両端の中間にある標準に基いて地割配
当するもので，これが全国の村落中継んど7～8割を占めているとされてい
る。
（24）前掲，（注13）仲吉朝助，「琉球の地割制度」（第2回）『史学雑誌』39－6，によ
　る。
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　なお，以上3種の標準による地割制度の分布区域としては，（1）の共産的地
割は概して土地の割合が広い村落に，（2）の資本主義的地割は土地が狭い地方
で，（3）の折衷的地割はその分布区に特徴が見られない。また，土地の最：も広
い八重山島では，地割配当を受ける者に制限を加えている（21歳～51歳まで
の男女が納税者）。地割の単位を「地」と呼ぶ村と「分」と呼ぶ村とがあり，
「地」は資本主義的標準を取る村に（例えば西原問切翁長村）多く用いら
れ，「分」は共産的標準に依る村（具志川間切具志川村ほか）に多く用いられ
ているとされている。仲吉氏のこのような整理がわれわれの当初の課題設定
とどのように関連するかはさらに検討を要するが，仲吉氏は特に（2）の資本主
義的地割について次のように述べていることが注目される。即ち，
明治12年沖縄県を置かれて以来20有余年，租税制度は全く王府時代のものを継承
せしも，公定以外の臨時徴収なく，且つ地頭の作物は置県に際して金禄制度とな
りたる結果，旧領地との関係を絶ち，従って農民の負担大に軽減せられたるを以
て，地人の希望一変して配当地の多きを請求する者続出するに至れり。然るに限
りある地割地を以て地人等の限りなき希望を満たすこと不可能の事なるに依り，
遂に置物前に於ける各戸の持地割合を尊重して，地割期限来れば単に土地のみ移
動して持地割合は一定不変なるの制度起り，資力大なる者即ち富者益々富を加ふ
るの結果を来たせり。即ち此種の地割は租税を中心とするの制度なり。爾来地割
制度を調査する者，此制度を名付けて「貧富割」と称することあり。現に明治36年
8月1日大蔵省主税局にて編纂せる「沖縄法制史」に出て「貧富割」「貧富及塩漬
豊沼」「貧富及人頭割」「貧富及勤八割」等の名称を設けたるは其上の著るしきもの
なり。
　以上の仲吉氏の記述には，明治期の沖縄県時代には地割制度の変貌→資本
主義的地割の萌芽が示唆されていると見られ，上記法制史料と関連させて注
目しておきたいのである。
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4　小 冊
　以上，沖縄の旧慣温存時代の地割制について，地割すべき土地の種類，地
割年限，対象者，その組立や地割方法などについていくつかふれてきたので
あった。さいごに，廃藩置県盲検出された沖縄県の地割制の特徴としてどの
ような点を指摘し得るかであるが，ここで不十分ながらもこれまでの検討を
　　　　　　　　　　　　　ヘ　　　へ　　　も通じた筆者の所感とまとめを試論的に述べておくとすれば，地割制は，島津
の琉球征服後の18世紀頃（1734年目察温の『農務帳』ほか）から19世紀にか
けて加重された貢租を地人が平等に負担するために発生したものと見倣す説
がほぼ妥当するものと考えられる。そうして，明治期の地割制をめぐる特徴
点と変容については，
　第1に，廃藩置県後の地割制が，各面々で千差万別でありその持地の配当
のあり方が各飽々の共同体的な規制や慣習のもとできわめて多様性に富んで
いたこと，であり，
　第2に，年齢別；男女別の配当については，年齢別の配当が15歳以上前後
を基準に行われていた事実に象徴される通り，農村における労働力＝生産力
基盤に照応し「合理的」な配当となっていたことであった。そうしで
　第3に，その配当期限の長期化や貧富割に見られる私有財産化への萌芽が
島尻，中頭地方の一部に認められると考えられること，
　第4に，持地の配当をめぐる村内の意思決定が，村設，頭（心頭），帳代，
耕作当，山南，各戸主1名の会合に見られる名誉職「自治」一画面の配当
が「村民多数ノ認定」　　を通じて行われていたことが注目されること，
　など，島津支配以来の租税負担の過重に対するいわぽ「民衆の知恵」とし
て出村々で合理的な土地の配当が行われ，村落共同体的規制の残存のもとで
はあれ各店の農業生産と生活＝租税負担の防衛的・合理的配分が図られたこ
とであろう。そうして，明治期廃藩置県後の地割制の変容過程については，
島尻，中頭地方の一部などを中心に人頭割から貧富割への移行，地割期限の
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長期化などが見られている。また，地割制廃止後の貧富差に伴う移尾のあり
方も重要である。このような地割制の各間切各村々での多様な形態とその変
容過程をどのように解釈し検証していくかが，今後に残された研究課題であ
ろう。もちろん，地割制が，1899（明治32）年4月に始まり4年6ヵ月を要
した沖縄の土地整理事業を通じてはじめて土地私有権の本格的な確立へと近
代化され変革されたことは，言うまでもなかったところである。（以下次号）
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